
２

令
和
二
年
度
に
限
り
、
第
五
条
第
一
項
第
一
号
イ
の
表
第
一
号
、
第
六
号
、
第
十
一
号
及
び
第
十
三
号
、
同

項
第
一
号
ロ
の
表
第
一
号
及
び
第
五
号
並
び
に
同
項
第
二
号
の
表
第
一
号
並
び
に
附
則
第
七
条
第
四
項
第
三
号

の
規
定
は
、
東
日
本
大
震
災
に
つ
い
て
は
、
適
用
し
な
い
。

２

令
和
元
年
度
に
限
り
、
第
五
条
第
一
項
第
一
号
イ
の
表
第
一
号
、
第
六
号
、
第
十
一
号
及
び
第
十
三
号
、
同

項
第
一
号
ロ
の
表
第
一
号
及
び
第
五
号
並
び
に
同
項
第
二
号
の
表
第
一
号
並
び
に
附
則
第
七
条
第
四
項
第
三
号

の
規
定
は
、
東
日
本
大
震
災
に
つ
い
て
は
、
適
用
し
な
い
。

備
考

表
中
の
﹇

﹈
の
記
載
及
び
対
象
規
定
の
二
重
傍
線
を
付
し
た
標
記
部
分
を
除
く
全
体
に
付
し
た
傍
線
は
注
記
で
あ
る
。

附

則

こ
の
省
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

令和年月日 木曜日 (号外第号)官 報

（
国
有
施
設
減
額
使
用
の
手
続
）

第
四
条

令
別
表
第
一
の
二
の
項
第
二
号
に
掲
げ
る
機
関
（
以
下
「
機
関
」
と
い
う
。）の
国
有
の
試
験
研
究
施
設
の
使

用
に
関
し
令
第
八
条
第
一
項
の
認
定
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
別
記
様
式
第
一
の
申
請
書
の
正
本
一
通
及
び
副
本

一
通
を
法
務
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２

法
務
大
臣
は
、
前
項
の
申
請
書
を
受
理
し
た
場
合
に
お
い
て
、
令
第
八
条
第
一
項
の
認
定
を
し
た
と
き
は
、
そ
の

申
請
を
し
た
者
に
別
記
様
式
第
二
の
認
定
書
を
交
付
す
る
も
の
と
す
る
。

（
国
有
地
減
額
使
用
の
手
続
）

第
五
条

機
関
の
敷
地
内
に
整
備
す
る
施
設
の
用
に
供
す
る
土
地
の
使
用
に
関
し
令
第
九
条
第
一
項
の
認
定
を
受
け
よ

う
と
す
る
者
は
、
別
記
様
式
第
三
の
申
請
書
の
正
本
一
通
及
び
副
本
一
通
を
法
務
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。

２

法
務
大
臣
は
、
前
項
の
申
請
書
を
受
理
し
た
場
合
に
お
い
て
、
令
第
九
条
第
一
項
の
認
定
を
し
た
と
き
は
、
そ
の

申
請
を
し
た
者
に
別
記
様
式
第
四
の
認
定
書
を
交
付
す
る
も
の
と
す
る
。

（
中
核
的
研
究
機
関
に
係
る
特
例
）

第
六
条

科
学
技
術
・
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
創
出
の
活
性
化
に
関
す
る
法
律（
平
成
二
十
年
法
律
第
六
十
三
号
。以
下「
法
」

と
い
う
。）第
三
十
七
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
公
示
は
、次
に
掲
げ
る
事
項
を
官
報
に
掲
載
し
て
行
う
も
の
と
す
る
。

一

中
核
的
研
究
機
関
の
名
称

二

法
第
三
十
七
条
第
一
項
に
規
定
す
る
特
定
の
分
野

第
七
条

機
関
が
中
核
的
研
究
機
関
で
あ
る
場
合
に
お
い
て
、
当
該
中
核
的
研
究
機
関
の
国
有
の
試
験
研
究
施
設
の
使

用
に
関
し
令
第
十
一
条
第
一
項
の
認
定
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
別
記
様
式
第
五
の
申
請
書
の
正
本
一
通
及
び
副

本
一
通
を
法
務
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２

法
務
大
臣
は
、
前
項
の
申
請
書
を
受
理
し
た
場
合
に
お
い
て
、
令
第
十
一
条
第
一
項
の
認
定
を
し
た
と
き
は
、
そ

の
申
請
を
し
た
者
に
別
記
様
式
第
六
の
認
定
書
を
交
付
す
る
も
の
と
す
る
。

第
八
条

機
関
が
中
核
的
研
究
機
関
で
あ
る
場
合
に
お
い
て
、
当
該
中
核
的
研
究
機
関
の
敷
地
内
に
整
備
す
る
施
設
の

用
に
供
す
る
土
地
の
使
用
に
関
し
令
第
十
二
条
第
一
項
の
認
定
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
別
記
様
式
第
七
の
申
請

書
の
正
本
一
通
及
び
副
本
一
通
を
法
務
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２

法
務
大
臣
は
、
前
項
の
申
請
書
を
受
理
し
た
場
合
に
お
い
て
、
令
第
十
二
条
第
一
項
の
認
定
を
し
た
と
き
は
、
そ

の
申
請
を
し
た
者
に
別
記
様
式
第
八
の
認
定
書
を
交
付
す
る
も
の
と
す
る
。

附

則

こ
の
省
令
は
、
令
和
三
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

法
務
省
関
係
科
学
技
術
・
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
創
出
の
活
性
化
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則

（
研
究
所
、
研
究
部
そ
の
他
の
命
令
で
定
め
る
部
課
等
）

第
一
条

科
学
技
術
・
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
創
出
の
活
性
化
に
関
す
る
法
律
施
行
令（
平
成
二
十
年
政
令
第
三
百
十
四
号
。

以
下
「
令
」
と
い
う
。）第
二
条
第
一
項
第
二
号
の
命
令
で
定
め
る
部
課
等
は
、
法
務
総
合
研
究
所
研
究
部
と
す
る
。

（
外
国
人
を
任
用
で
き
な
い
職
の
範
囲
）

第
二
条

令
第
三
条
第
一
項
の
命
令
で
定
め
る
職
は
、
法
務
総
合
研
究
所
研
究
部
長
と
す
る
。

（
本
邦
法
人
又
は
外
国
法
人
等
の
範
囲
）

第
三
条

令
第
六
条
第
四
項
第
三
号
の
命
令
で
定
め
る
本
邦
法
人
又
は
外
国
法
人
等
は
、
次
に
掲
げ
る
本
邦
法
人
又
は

外
国
法
人
等
と
す
る
。

一

発
明
者
等
が
所
属
す
る
本
邦
法
人
又
は
外
国
法
人
等
（
以
下
「
特
定
法
人
等
」
と
い
う
。）に
よ
り
発
行
済
株
式

の
総
数
、
出
資
口
数
の
総
数
又
は
出
資
価
額
の
総
額
（
以
下
「
発
行
済
株
式
の
総
数
等
」
と
い
う
。）の
百
分
の
五

十
を
超
え
る
数
又
は
額
の
株
式
又
は
出
資
を
所
有
さ
れ
て
い
る
法
人
（
以
下
「
特
定
子
会
社
」
と
い
う
。）

二

特
定
法
人
等
の
発
行
済
株
式
の
総
数
等
の
百
分
の
五
十
を
超
え
る
数
又
は
額
の
株
式
又
は
出
資
を
所
有
す
る
法

人
（
以
下
「
特
定
親
会
社
」
と
い
う
。）

三

法
人
で
、
特
定
法
人
等
に
よ
り
所
有
さ
れ
る
そ
の
株
式
又
は
出
資
の
数
又
は
額
と
、
当
該
特
定
法
人
等
に
係
る

特
定
子
会
社
に
よ
り
所
有
さ
れ
る
そ
の
株
式
又
は
出
資
の
数
又
は
額
に
当
該
特
定
法
人
等
の
当
該
特
定
子
会
社
に

対
す
る
出
資
比
率
を
乗
じ
て
計
算
し
た
株
式
又
は
出
資
の
数
又
は
額
と
を
合
計
し
た
株
式
又
は
出
資
の
数
又
は
額

の
当
該
法
人
の
発
行
済
株
式
の
総
数
等
に
占
め
る
割
合
が
百
分
の
五
十
を
超
え
る
も
の

四

法
人
で
、
そ
の
所
有
す
る
特
定
法
人
等
の
株
式
又
は
出
資
の
数
又
は
額
と
、
当
該
法
人
に
係
る
子
会
社
（
当
該

法
人
に
よ
り
発
行
済
株
式
の
総
数
等
の
百
分
の
五
十
を
超
え
る
数
又
は
額
の
株
式
又
は
出
資
を
所
有
さ
れ
て
い
る

会
社
を
い
う
。）の
所
有
す
る
当
該
特
定
法
人
等
の
株
式
又
は
出
資
の
数
又
は
額
に
当
該
法
人
の
当
該
子
会
社
に
対

す
る
出
資
比
率
を
乗
じ
て
計
算
し
た
株
式
又
は
出
資
の
数
又
は
額
と
を
合
計
し
た
株
式
又
は
出
資
の
数
又
は
額
の

当
該
特
定
法
人
等
の
発
行
済
株
式
の
総
数
等
に
占
め
る
割
合
が
百
分
の
五
十
を
超
え
る
も
の

五

特
定
親
会
社
に
よ
り
発
行
済
株
式
の
総
数
等
の
百
分
の
五
十
を
超
え
る
数
又
は
額
の
株
式
又
は
出
資
を
所
有
さ

れ
て
い
る
法
人

六

特
定
法
人
等
と
、
各
当
事
者
が
そ
れ
ぞ
れ
の
保
有
す
る
特
許
権
等
に
係
る
特
許
発
明
又
は
登
録
実
用
新
案
の
実

施
を
他
方
の
当
事
者
に
対
し
て
許
諾
す
る
義
務
を
定
め
た
契
約
を
締
結
し
て
い
る
法
人
で
あ
っ
て
、
令
第
六
条
第

三
項
に
掲
げ
る
特
許
権
等
が
国
と
当
該
法
人
と
の
共
有
に
係
る
場
合
に
お
い
て
、
当
該
法
人
の
そ
の
特
許
発
明
若

し
く
は
登
録
実
用
新
案
の
実
施
に
つ
い
て
、
国
の
持
分
に
係
る
対
価
を
受
け
ず
、
若
し
く
は
時
価
よ
り
も
低
い
対

価
を
受
け
、
又
は
国
有
の
当
該
特
許
権
等
に
つ
い
て
、
当
該
法
人
に
対
し
、
通
常
実
施
権
の
許
諾
を
無
償
と
し
、

若
し
く
は
そ
の
許
諾
の
対
価
を
時
価
よ
り
も
低
く
定
め
る
こ
と
が
、
国
際
共
同
研
究
の
円
滑
な
推
進
に
特
に
必
要

で
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
も
の

〇
法
務
省
令
第
十
号

科
学
技
術
・
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
創
出
の
活
性
化
に
関
す
る
法
律
施
行
令
（
平
成
二
十
年
政
令
第
三
百
十
四
号
）
第
二

条
第
一
項
第
二
号
、
第
三
条
第
一
項
、
第
六
条
第
四
項
第
三
号
、
第
八
条
第
五
項
（
同
令
第
十
一
条
第
三
項
に
お
い
て

準
用
す
る
場
合
を
含
む
。）及
び
第
九
条
第
五
項
（
同
令
第
十
二
条
第
三
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。）の
規
定

に
基
づ
き
、
並
び
に
科
学
技
術
・
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
創
出
の
活
性
化
に
関
す
る
法
律（
平
成
二
十
年
法
律
第
六
十
三
号
）

を
実
施
す
る
た
め
、
法
務
省
関
係
科
学
技
術
・
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
創
出
の
活
性
化
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
を
次
の
よ

う
に
定
め
る
。

令
和
三
年
三
月
十
八
日

法
務
大
臣

上
川

陽
子


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